
（単位:千円）

補正前の額 補正額 計 補正額の主なもの

9 30,006 6,318 36,324

2

新型コロナウイル
ス感染症対策地
方 税 減 収 補 填
特 別 交 付 金

0 6,318 6,318
◎新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補
填特別交付金　6,318

10 1,830,000 46,962 1,876,962

1 地 方 交 付 税 1,830,000 46,962 1,876,962 ◎普通交付税　46,962

14 1,446,227 16,634 1,462,861

1 国 庫 負 担 金 1,064,795 54 1,064,849 ◎国民健康保険基盤安定負担金　54

2 国 庫 補 助 金 370,916 16,580 387,496

◎社会保障・税番号制度システム整備費補助金
16,507
◎障害者自立支援給付支払等システム改修費
補助金　73

15 727,396 4,626 732,022

1 県 負 担 金 520,739 27 520,766 ◎国民健康保険基盤安定負担金　27

2 県 補 助 金 142,353 1,559 143,912
◎乳幼児医療費支給事業費補助金　1,221
◎ひとり親家庭等医療費支給事業補助金　338

3 委 託 金 64,304 3,040 67,344 ◎個人県民税徴収取扱費交付金　3,040

17 6,363 17,200 23,563

1 寄 附 金 6,363 17,200 23,563
◎ふるさと納税寄附金　16,000
◎企業版ふるさと納税寄附金　1,200

20 246,790 28,638 275,428

4 雑 入 171,866 28,638 200,504

◎非常勤職員公務災害補償保険金　3,468
◎埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金返還
金（過年度分）　16,051
◎令和４年度吉川松伏消防組合（常備）精算金
　5,323
◎令和４年度吉川松伏消防組合（非常備）精算
金　3,004

21 126,305 45,000 171,305

1 町 債 126,305 45,000 171,305
◎側溝新設整備事業債　10,600
◎災害対策用移動式ポンプ整備事業債
34,400

9,613,087 165,378 9,778,465

県 支 出 金

歳　入　合　計

令和５年度松伏町一般会計補正予算（第６号）の概要
第１表  歳入歳出予算補正

１．歳入について

款　　項

国 庫 支 出 金

寄 附 金

諸 収 入

町 債

地方特例交付金

地 方 交 付 税

1



（単位:千円）

補正前の額 補正額 計 補正額の主なもの

1 108,454 1,041 109,495

1 議 会 費 108,454 1,041 109,495
◎期末手当（議員）　391
◎人件費　650

2 1,475,446 34,218 1,509,664

1 総 務 管 理 費 1,091,054 15,295 1,106,349

◎災害補償費　3,468
◎松伏町地域公共交通活性化協議会補助金　200
◎通学路安全対策工事費　700
◎企業版ふるさと納税基金積立金　220
◎人件費　8,761

2 徴 税 費 235,224 2,197 237,421 ◎人件費　2,197

3
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

104,048 18,046 122,094
◎住民基本台帳システム改修委託料　1,389
◎戸籍電算システム改修委託料　15,118
◎人件費　1,539

4 選 挙 費 33,839 △ 720 33,119 ◎人件費　△720

5
統 計 調 査 費
基 本 台 帳 費

10,904 △ 600 10,304 ◎人件費　△600

3 3,816,218 16,935 3,833,153

1 社 会 福 祉 費 2,223,339 1,797 2,225,136
◎埼玉県後期高齢者医療広域連合負担金　6,413
◎人件費　△4,280

2 児 童 福 祉 費 1,582,576 15,138 1,597,714

◎こども医療費給付費（乳幼児分）　3,700
◎こども医療費給付費（就学分）　6,300
◎子育て応援施設工事費　　2,000
◎子育て応援補助金　　1,200
◎人件費　1,150

4 851,583 35,215 886,798

1 保 健 衛 生 費 492,357 31,575 523,932
◎保健センター実施設計等業務委託料　39,616
◎人件費　△8,041

2 清 掃 費 358,687 3,640 362,327
◎清掃事業者物価高騰対策交付金　5,500
◎人件費　△1,860

5 190,862 △ 7,052 183,810

1 農 業 費 190,862 △ 7,052 183,810
◎農業基盤整備工事費　1,300
◎人件費　△8,352

6 123,203 △ 7,500 115,703

1 商 工 費 123,203 △ 7,500 115,703

◎商品券作成等業務委託料　△2,396
◎運送事業燃料価格高騰支援金　△3,110
◎ふるさと納税御礼品取扱業務委託料　7,440
◎人件費　△9,375

　　　※〇〇〇〇については、歳入予算　「１７款　１項　寄附金」　の対象となる事業です。

衛 生 費

２．歳出について

款　　項

議 会 費

総 務 費

民 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

2



補正前の額 補正額 計 補正額の主なもの款　　項

7 787,827 11,527 799,354

1 土 木 管 理 費 333,497 9,240 342,737
◎側溝新設工事費　11,000
◎人件費　△1,760

2 都 市 計 画 費 454,330 2,287 456,617
◎下水道事業会計負担金　9,677
◎下水道事業会計補助金　△3,849
◎人件費　968

8 575,213 34,400 609,613

1 消 防 費 575,213 34,400 609,613
◎災害対応環境整備工事費　1,400
◎災害対策用移動式ポンプ購入費　33,000

9 941,762 11,000 952,762

1 教 育 総 務 費 183,167 3,340 186,507 ◎人件費　3,340

2 小 学 校 費 120,064 9,800 129,864
◎学校施設整備工事費　5,400
◎ＡＥＤ移設工事費　400
◎教育活動応援備品購入費　2,500

3 中 学 校 費 101,389 3,000 104,389
◎光熱水費　2,000
◎教育活動応援備品購入費　1,000

4 幼 稚 園 費 365 300 665 ◎子育て応援補助金　300

5 社 会 教 育 費 184,789 △ 4,025 180,764

◎教育活動応援備品購入費（公民館費）　500
◎教育活動応援備品購入費（多世代交流学習館
費）　500
◎人件費　△5,825

6 保 健 体 育 費 351,988 △ 1,415 350,573
◎給食材料購入費　3,000
◎人件費　△6,715

10 734,113 △ 4,406 729,707

1 公 債 費 734,113 △ 4,406 729,707
◎元金　263
◎利子　△4,669

11 6 35,000 35,006

1 諸 支 出 金 6 35,000 35,006 ◎まちづくり基金積立金　35,000

12 8,400 5,000 13,400

1 予 備 費 8,400 5,000 13,400 ◎予備費　5,000

9,613,087 165,378 9,778,465

公 債 費

　　　※〇〇〇〇については、歳入予算　「１７款　１項　寄附金」　の対象となる事業です。

諸 支 出 金

予 備 費

   歳　出　合　計

土 木 費

消 防 費

教 育 費
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2 総 務 費 3
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

2 総 務 費 3
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

4 衛 生 費 1 保 健 衛 生 費

7 土 木 費 1 土 木 管 理 費

7 土 木 費 1 土 木 管 理 費

8 消 防 費 1 消 防 費

住 民 基 本 台 帳
シ ス テ ム 改 修 委 託 料

１，３８９千円

第 ２ 表      繰  越  明  許  費

款 項 事　　　　　業　　　　　名 金　　　　　　額

側 溝 新 設 工 事 費 １１，０００千円

災 害 対 策 整 備 事 業 ３３，０００千円

戸 籍 電 算 シ ス テ ム
改 修 委 託 料

１５，１１８千円

保健センター実施計画等業務
委 託 料

３９，６１６千円

橋 り ょ う 撤 去 工 事 費 ５０，０００千円

第 ３ 表      債　 務 　負 　担 　行 　為 　補　 正

事           項 期　　　　　間 限　　　　　度　　　　　額

町立保育所給食調理業務委託料
令和６年度から
令和８年度まで

３８，０９７千円

4 



１０，６００千円
普通貸借又は
証 券 発 行

 年５．０％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れるもの
について、利率
の見直しを行っ
た後において
は、当該見直し
後の利率）

３４，４００千円 同　　　上 同　　　上

４５，０００千円

利　　　率 償   還   の   方   法起　債　の　目　的

第 ４ 表      地  方  債  補  正

同　　　　　　上

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
は、その債権者と協定するものに
よる。ただし、町財政の都合により
据置期間及び償還期間を短縮し
若しくは繰上償還又は低利債に
借換えすることができる。

側 溝 新 設 整 備
事 業 債

災 害 対 策 用
移 動 式 ポ ン プ
整 備 事 業 債

計

限　　度　　額 起債の方法
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